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１．課題設定 

「キャリア教育」とは、中央教育審議会（2011）によると

「一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる

能力や態度を育てる事を通して、キャリア発達を促す教育」

のことである。キャリア教育を充実させる為に、「児童生徒

が学ぶ事と自己の将来との繋がりを見通しながら、社会的・

職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を身につ

けていくことができるよう、特別活動を要としつつ、各教科

などの特質に応じてキャリア教育の充実を図る事」が教員

には求められる。特に、特別支援教育におけるキャリア教育

は、特別支援教育の目標である「自立と社会参加」の達成に

大きく貢献する内容となるため、取り組む重要性は大きい。 

そこで本研究では、多くの生徒にとって社会への出口の

時期である、知的障害特別支援学校高等部において、卒業後

の生活を意識し、自身の「在り方、生き方」を確立し、納得

のいく生活を送ることができるようになるために取り組ま

れている実践を整理し、成果や課題を明らかにしていくこ

とを目的とする。 

 

２．キャリア教育に関する研究の背景 

（１）学習指導要領におけるキャリア教育の位置づけ   

「キャリア教育の充実」はどのような法的根拠のもとで

求められているのだろうか。学習指導総則ではキャリア教

育は、「児童生徒一人一人の発達をどのように支援するか

（児童生徒の調和的な発達を支える指導）」の柱に位置づけ

られている。菊地（2021）は「キャリア教育は教科や学年に

関わらず、児童生徒一人一人の『学び』に影響のあるもので

あることを示唆し、その支援に努めると共に、教育活動全体

を見直し改善する理念と方向性を示すものである」と述べ

ている。 

小中学校の学習指導要領では、「第 1章第 4節児童（生

徒）の発達の支援」における「１．児童（生徒）の発達を支

える指導」に、キャリア教育が位置づけられている。特別支

援教育におけるキャリア教育の充実については、特別支援

学校小学部・中学部学習指導要領「第 1章第 5節児童生徒

の調和的な発達を支える指導の充実」が該当する（菊地，

2021）。 

このように学校種を問わず、キャリア教育を通して児童

生徒の調和的な発達を図ることが期待されている。つまり、

障害があってもなくても，全ての児童生徒に対してキャリ

ア教育を充実させる事が、学校には求められている。 

 

（２）キャリア教育の目標 

中央教育審議会「今後の学校におけるキャリア教育・職業

教育の在り方について（答申）」（2011）によれば、各学校

では、キャリア教育での到達目標と評価の項目を適切に設

定し、評価を行い、具体的な教育活動の改善に繋げていくこ

とが重要であるという。つまり、学校が示す到達目標は、全

国一律ではなく、児童生徒の発達の段階やそれぞれの学校

が育成しようとする能力や態度との関係を踏まえて設定

し、後期中等教育以降では学習している分野等を踏まえた

設定が必要だとしている。 

各学校種におけるキャリア教育の目標設定については、

中央教育審議会（2011）は以下のように示している。小学校

では「自分の役割を主体的に果たそうとする態度を育成す

る時期」、「自分の特徴に気づき良いところを延ばそうとす

る時期」とあり、「社会の中で自分の役割や働く経験、夢を

持つこと等の大切さの理解、興味関心の幅の拡大、自己及び

他者への積極的関心の形成」などが目指される。中学校では

「自らの人生や生き方への関心が高まり、自分の生き方を

模索し、夢や理想を持つ時期」とした上で「現実的に進路の

選択を迫られ自分の意思と責任で決定しなければいけない

時期」としている。「社会における自分の役割や将来の生き

方についてしっかりと考えさせると共に、目標を決めて計

画的に取り組む態度を、体験を通じてその重要性の理解を

深め育成し、進路の選択・決定へと導くことが重要」だと示

している。高等学校では「自我の形成がかなり進み、人間が

いかにあるべきか考えると共に、自己の将来に夢や希望を

抱き、その実現を目指して進んで学習に取り組む意欲を持

ち、自己の個性や能力を活かす進路を自らの意思と責任で

選択し、決定していくことが求められる。」とされている。 

また文部科学省（2012）は、初等教育では進路の選択の探

索・選択に関わる基盤形成、前期中等教育では現実的探索と

暫定的選択、後期中等教育では現実的探索・試行と社会的移

行準備が求められる。後期中等教育をより詳しく見ると、自

己理解の深化と自己受容、選択規準としての職業観・勤労観

の確立、将来設計の立案と社会的移行の準備、進路の現実的

吟味と試行的参加が目標として挙げられている。このこと

から、キャリア教育で育成が目指されている資質能力に向

けて、発達段階に応じた目標設定が必要であることが分か



 

る。 

特別支援教育におけるキャリア教育についてはどうだろ

うか。菊地（2021）は、全国の特別支援学校で取り組まれて

いるキャリア教育の実践例をまとめている。報告されてい

る全ての実践例に共通しているのは、在籍している児童生

徒の実態や地域のニーズを踏まえて、児童生徒に身につけ

させたい能力を明らかにし、授業の内容を検討・実践・評価

を行っている点である。具体的な授業内容や身につけさせ

たい能力ならびに態度は学校によって異なるものの、「地域

との連携を活かした『社会に開かれた教育課程』の実現」、

「組織としてキャリア教育を充実させていくための体制づ

くりとしての『カリキュラム・マネジメント』の取り組み」、

その他にも、「子どもの思いや願いを踏まえた実践」、「言

語活動の充実」を通した『主体的対話的で深い学び』や『生

きる力の育成』といったように学習指導要領で求められて

いる事柄と関連の深い報告がほとんどであった。特別支援

教育のキャリア教育は、学習指導要領の観点を活かしなが

ら、児童生徒個々に設定されている目標の達成に向けて指

導内容を計画する必要があることがわかる。 

 

（３）キャリア教育で育成が目指される諸能力 

 国立教育政策研究所は、2002（平成14年）に「職業観・

勤労観を育む教育プログラムの枠組み開発」の研究を通し

て、キャリア発達に関する諸能力として「4領域8能力の枠

組み」を示した。この枠組みは「将来、自分の職業観・勤労

観を獲得して、自律的に社会の中で生きていくために、今か

ら育てなければならない能力や態度とは何か」についての

議論を通して作成された。しかし、国立教育政策研究所

（2011）によると、このキャリア発達に関する諸能力は、①

高等部までの想定に留まっているため、生涯を通じて育成

される諸能力という点が薄く、社会人として実際に求めら

れる能力との共通言語になっていないこと、②提示された

内容は例示にもかかわらず、学校現場では固定的に捉えら

れている場合が多いこと、③領域や能力の説明について十

分な説明について十分な理解がされないまま、能力などの

名称（「○○能力」というラベル付け）の語感や印象に依拠

した実践が散見されることが課題として指摘されている。 

このことを受けて中央教育審議会（2011）では、その後に

提唱された類似性の高い能力論（内閣府の「人間力」、経済

産業省の「社会人基礎力」など）を分析し、分野や職種にか

かわらず、社会的・職業的自立に必要となる能力として「基

礎的汎用能力」を示した。「基礎的汎用能力」は、「人間関

係形成能力・社会形成能力」「自己理解・自己管理能力」「課

題対応能力」「キャリアプランニング能力」の4つで構成さ

れる。これらの能力は、包括的な概念であり、相互に関連・

依存した関係にある。そのため、特に順序はなく全ての能力

を均一に身につけることを求めるものではない。 

2009（平成 21）年度改訂特別支援学校高等部学習指導要

領では、教育課程の実施などにあたって、「生徒が自己の在

り方生き方を考え、主体的に進路を選択できるよう、校内の

組織体制を整備し、教師間の相互の連携を図りながら、学校

の教育課程全体を通じ、計画的、組織的な進路指導を行い、

キャリア教育を推進すること」が重要としている。そのた

め、各学校はこれらの 4 つの能力を踏まえながら、児童生

徒の実態や課題、地域の資源を考慮しつつ具体の能力を設

定することが求められている。 

 

（４）キャリア教育に関する課題 

文部科学省によるキャリア教育に関する理解啓発資料で

は、キャリアは「職業人」としての面だけではなく、「余暇

人」「家族」「市民」などの様々な役割を通して形成される

ものだとしている。しかしながらキャリア教育に関する課

題が複数指摘されている。 

まず、「職業教育」との混同である。「今後の学校におけ

るキャリア教育・職業教育の在り方について（答申）」（中

央教育審議会，2011）は両者の違いについて以下のように示

している。「キャリア教育は社会的・職業的自立に向けて基

板となる能力や態度を育てる事でキャリア発達を促すもの

であり、職業教育はあくまでも、一定または特定の職業に従

事するために必要な知識、技能、能力や態度を育てる事に限

られる」。つまり、職業教育はキャリア教育の一部として扱

われることが適切な捉え方であるといえる。 

青木（2014）は、キャリア教育について他にも以下のよう

な課題を挙げている。一つ目は、「学部や学校ごとにキャリ

ア教育の捉え方や実践例が様々であり、学校生活12年間を

通じて一貫した指導を行う事が難しい」こと、そして「職業

的自立を目標とした実践報告が多く、文部科学省の言う『児

童生徒が主体的に自信の在り方、生き方を考える授業』とい

う面がおろそかになっている」ことである。その背景には

「就労感・職業観を身につけさせる事が教育目標の重点に

置かれている」こと（原田，2017）、そして特別支援学校に

通うほとんどの生徒にとって、高等部は社会への出口とな

る場であり就労を特に強く意識する時期であることが影響

していると考えられる。 

また中央教育審議会（2016）は「幼稚園、小学校、中学校、

高等学校及び特別支援学校の学習指導要領の改善及び必要

な方策等について（答申）」において、キャリア教育の重要

性が浸透している一方で「職場体験活動のみを持ってキャ

リア教育を行っているものとしている事」、「社会への接続

を考慮せず学校段階の進学を見据えた指導となっている

事」、「職業を通じて未来の社会を作り上げていく視点の乏

しさ」等の課題を指摘している。その背景として、若松

（2016）は「キャリア」という言葉の共通認識が十分ではな

いため、児童生徒の在り方生き方を考える学習が十分だと

は言えず、「職業」という意味合いでの学習として扱われる

傾向にあることを指摘している。 

2018（平成 30）年度改訂版特別支援学校学習指導要領で

は、引き続き「自立と社会参加」に向けた教育の充実が求め

られている。社会生活は職業を含めて様々な要素で構成さ

れるものである。自分自身の社会での在り方生き方につい



 

て考える経験が十分に保障されないことは、生徒の卒業後

の生活の豊かさに繋がる重要な課題だと言える。 

そこで、今一度このことを念頭に置きながら、社会への出

口とも言える、特別支援学校高等部におけるキャリア教育

の現状と課題を明確にし、キャリア教育の在り方について

考えていく。 

 

３， 研究内容 

（１）キャリア教育における自己概念の形成について 

キャリア教育をライフキャリアの視点から広く捉えた場

合、児童生徒には、発達段階に則して求められる役割を考え

る必要がある。そして、その役割や、役割の比重が変わって

いくにつれて、自分の状況・状態が分かることや、これから

どういう状況・状態になりたいのかを考える営みが重要に

なる。つまり、自分の経験について振り返り、状況を分析し

未来への展望を抱くことを、自己理解と言うことができる

（別府ら，2014）。 

また自己理解は、自分が何者であり、どのような強さや弱

さを持っているのかを知っていくこととしても説明される

ことがある。大谷ら（1996）は、自己理解を「人が自分の能

力や身体的特徴など諸特性に対して持つ態度、感情や価値

観などの総称」だと述べている。それを家族といった小さな

場から学校、社会へと場を広げていけば、必然的に自分の位

置や「役割」が見えてくる。このような空間的な広がりを持

って自己を捉えることを「キャリア発達」と言うことができ

る。 

自己理解の深化は、自分らしく生きる姿にも繋がる。生涯

を通じてキャリア発達を遂げるという考えに立てば、自分

をごまかし、その場しのぎで暮らすことには限界がある。長

くキャリアを育むには、自分を見つめる経験が必要であり、

自己やアイデンティティの形成の時期を過ごす学校での指

導は重要である。 

キャリア教育における自己理解は、基礎的汎用能力の中

の「自己理解・自己管理能力」にあたる。この能力は、「自

分が『できること』『意義を感じること』『したいこと』に

ついて、社会との相互関係を持ちつつ、今後の自分自身の可

能性を含めた肯定的な理解に基づき主体的に行動すると同

時に、自らの思考や感情を律し、かつ、今後の成長のために

進んで学ぼうとする力」（中央教育審議会，2011）とされて

いる。 

特に高等学校における自己理解の取り組みは重要性が高

い。エリクソンは各発達段階の課題の中で、青年期（12 歳

～18 歳）に当たる子どもの課題を「同一性（アイデンティ

ティ）の獲得と同一性の拡散」と述べている。Damon & 

Hart(1988)は、青年期の前期には「対人的な意味付け」に関

する自己理解が、青年期の後期では「体系的信念と計画」に

関する内容からの評価的な自己理解が行われるとしてい

る。つまり、生活年齢として青年期を迎えている知的障害の

ある高等部の生徒にとっても、人との関わりの中でどのよ

うに生きていくか、人と関わりながらも自分の生き方を考

えていく作業は重要な課題といえる。このことを踏まえる

と、児童生徒が自分を取り巻く環境に対して自分なりの関

わり方を考え深めていくことが、青年期に求められる自己

理解の在り方だと言える。自己を確立することによって自

分を受け入れ、それぞれの価値観に則した行動を規定する

きっかけとなる。 

また、梶田（1985）は「自己概念は個人の行動を規定する

ものでもあり、自分自身についての意識を支える潜在的な

概念構造でもある」と述べている。つまり自己を多面的に理

解することが、今後の自分の在り方生き方を考え遂行して

いく上で重要な要素になる。 

では、障害のある児童生徒の自己理解を促す事には、どの

ような意義があるのだろうか。顕著な社会生活上の課題と

して、離職率の高さがある。その原因には、障害特性によっ

て引き起こされる人間関係などの問題や、生徒の実態に適

していない企業に就職する事があげられる。市川ら（2021）

は「適切な進路選択をするためには自分自身についての理

解が重要になる」と述べている。梶田（1985）の言うように、

自己理解は自身の行動を規定するものだとするのならば、

自己理解が自身の将来の「在り方生き方」を考える力を培う

ことにも繋がる。このことからも、障害の有無に関係なく自

己理解の深化に取り組むことが求められる。そのため、教員

は、児童生徒の生活年齢を踏まえた上で、発達段階を考慮し

た個別性のある指導を心がける意識が重要となる。 

 一方で、自己理解を進めていく上で留意しておかなけれ

ばいけないこともある。それは、自己理解の取り組みが「劣

弱制」の自覚に繋がる恐れがあることだ（三木，2017）。教

員にはその意思はなくても、児童生徒ができない内容を自

覚することは「身の程を知れ」というメッセージとして受け

取られる可能性がある。能力主義的な価値観で児童生徒を

評価するのではなく、できない面も含めて肯定的に捉える

態度が教員には必要である。 

 

（２）専攻科の実践例と得られる示唆 

自己理解に関するキャリア教育の取り組みとして、鳥取

大学附属特別支援学校高等部専攻科（以下専攻科と呼ぶ）の

取り組みが参考になる。専攻科は本来発達がゆっくり進む

知的障害のある児童生徒にこそ、高等部以降の教育を通し

て自身の生き方についてしっかり考える必要があるという

思いを受けて設立された、高等部を卒業した生徒のための

学習の場である（丸山，2022）。専攻科では「暮らし」の学

習を中心にしながら「教養」「研究ゼミ」の学習で常識を広

げ物事を探求し、「余暇」「労働」の学習で豊富な体験を得

る学習活動を展開している。 

三木（2017）によると、専攻科における学習で大切にされ

ている視点の一つに発達段階の節目を意識した取り組みが

ある。特に専攻科に在籍する生徒の多くは発達段階で見る

と、9・10歳の発達の節目に直面しているという。この発達

の節目にさしかかった生徒にはどのような特徴が見られる

のか、教育課程とどのように関連付けられるのか整理し、理



 

解を深める経験が、生徒の自己理解に繋がる指導の助けと

なる。三木（2017）は、在籍している生徒に対する指導で意

識している点を以下の通りに述べている。 

 

「仲間関係」 

この発達段階に該当する児童生徒は、仲間関係に変化が

現れる時期であり、教員や親からの管理を否定し、他律的自

立観から自律的自立観へ移行する。その時に必要になるの

は仲間関係である。そこで形成される「集団的自己」が自立

への足がかりを形成する。専攻科ではこの「集団的自己」を

尊重し、生徒同士の自治的活動を重んじている。生徒の活動

を教員はできるだけ見守り、生徒だけで活動を計画し挑戦

していく。 

「論理的、抽象的思考」 

 抽象的概念、上位概念の理解と共に、計画してから実行す

るという実行機能も向上する。これらは書き言葉の習得リ

アリズムの描写などとあわさって体系的な知識世界と結び

付き、生活的概念から科学的概念への移行を可能にする。も

ちろん固有の困難がありそれぞれの活動には制約があるも

のの、生活経験の質的深まり量的広がりが期待できる。その

ため、知的障害のある青年期の生徒にこそ、知的活動の含蓄

による科学的概念の習得は重要になる。丸山（2022）は、積

乱雲のでき方に関する学習を通じて、なぜ防災が重要なの

かを考える実践を報告している。 

「社会認識、自己認識」 

 思考力の高まりや生活経験の含蓄から、社会の中で自身

がどのような在り方生き方をしていくかについて、考える

ことができるようになる。 

 

実際には、専攻科には 9・10 歳発達の節目に達している

生徒もいれば更に先の発達段階に到達している生徒も在籍

している。様々な発達段階の生徒に適した支援・指導を行う

ために、目指す具体的な姿や目指す楽しむ姿、大切な事・支

援についてまとめた「自分づくりの段階表」を作成し活用し

ている。 

 

（３）知的障害児の自己理解の特徴と支援方法 

知的障害児の自己理解の特徴として、自己非難が見られ

る事や、アイデンティティ、社会的自己、道徳・倫理的自己

において否定的な自己理解が行われていることが指摘して

いる（Collins, Burger,＆Dohery,1970）。例えば、本人の

「好きなところ」「きらいなところ」に答えることが難しく、

「良いところ」「悪いところ」に関する質問は比較的答えや

すい特徴がある。したがってまずは、理解しやすい「良いと

ころ」について理解するための支援が必要である（小島，

2004）。 

知的障害児の自己理解には、知的障害の程度が影響する

が、単純に生活年齢や精神年齢のどちらかに規定されるの

ではなく、相互に影響する可能性が指摘されている。このこ

とは単に知的に遅れがあるから自己理解に遅れがあるとい

う単純な論理にはならないことを示しており、本人の生活

経験や生育史などを踏まえながら今の自己理解について把

握することが大切であることが分かる（別府，2014）。 

障害のある児童生徒の自己理解の特徴を踏まえた授業作

りの視点として、第一に「個別性」を大切にした指導が挙げ

られる。その人固有のキャリアを形成するうえで、個別性が

欠かせない。第二に「空間的広がり」を重視した指導である。

自身の関わる環境を家庭、学校及び学級、社会の順に、より

身近なものから拡げていく。その中で、環境や人とどのよう

に関わり合っていくのか考える機会を持つことが重要であ

る。第三に「時間軸」を大切にした指導である。過去の自分

を振り返り、今の自分を見つめ、将来につなげる視点を持つ

ことで、自己理解を系統的に進める。 

別府ら（2014）は以上を踏まえて、発達障害・知的障害の

ある児童生徒の自己理解の支援として、発達段階を考慮し

た支援の内容を以下の8つに分類している。 

 

１， 感覚を通じた自己への気づき     

２， 自分の良さへの気づき        

３， 多様な自己への気づき        

４， 過去または未来の自分からの自己理解 

５， 理想自己の形成           

６， 他者との関わり合いを通じて深める自己理解                   

７， 先輩、理想とする自己から自分を見つめる  

８， 進路学習・実習を通じての自己理解  

 

また、小島（2016）は発達障害児の自己理解の支援として、

一人一人の自己理解の程度を把握しながら、以下 5 段階を

仮説的に示した。 

 

段階1，身体的な感覚からの自己・他者理解 

段階2，現在の自己についての基本的な理解 

段階3，自分の良さについての理解 

段階4，多面的な自己理解と時間軸の形成 

段階5，自分らしさの理解 

 

別府（2014）と小島（2016）の共通点は、身体的な感覚か

ら徐々に意識する範囲を拡げていく視点と、これまでの成

長を意識した自己理解を行うと同時に自身のことから関心

を拡げる視点を意識していることである。この二つは、最終

的に自身の経験を基にどのような在り方生き方を望むのか

考える契機を与えると思われる。児童生徒が自己理解の広

がりを認識していくためには周囲にいる重要な他者からの

評価や関わりが重要になる。身近な存在の一人である教員

には、この二つを意識した児童生徒への関わりが必要にな

ると考える。 

 

４．自己理解に繋がる特別支援学校の取り組み 

続いて、埼玉県内の特別支援学校二校の取り組みを参考

に、どのような教育活動が児童生徒の自己理解に繋がるの



 

か検討する。 

 

（１） A特別支援学校 

A特別支援学校は、主に知的障害のある児童生徒が通う埼

玉県内の特別支援学校であり、小学部から高等部まで設置

されている。2010年から2016年までの6年間では、キャリ

ア教育を研究テーマとして取り扱っていた。以下、研究期間

中に取り組まれたこととその成果を整理する。 

 

① 第1期（１～３年目） 

第一期の取り組みの内容については研究集録（2011～

2013）の内容を参考にした。児童生徒一人一人の将来像を設

定し、一貫性のある継続した指導を行うことができるキャ

リア教育の在り方を検討した。将来像は「家庭」「職場」「余

暇」の3つの場を想定した。 

  

・将来像を設定するための各学部の実践 

設定した将来像と現在の実態、教育的ニーズ、生活年齢を

踏まえながら指導目標を設定し、実践と評価を行った。その

評価を踏まえながら将来像と指導目標をより適切なものに

修正した。小学部では児童の「よさ」に着目し、将来につな

げたい「よさを生かした姿」、つまり児童生徒の「生き生き

とした姿」を設定した。中学部では「行動の元となる能力」

や「そのための支援の方法や程度」を明らかにすることで、

将来像を「具体化」していく実践に取り組んだ。高等部では、

中学部で設定した将来像を「場面」「かかわり」「実態」「金

銭収支」「社会状況」の観点から捉えなおした。また、「親

亡き後の問題」のような、親の抱えている懸念への対処につ

いても検討することで将来像をより現実に即した内容にす

ることで「現実化」させていった。 

児童生徒の願いを把握するためのシートを各学部で作成

した。小学部では「将来像設定シート」、中学部では「将来

像シート」、高等部では「子どもの未来予想図」という。こ

れらのシートの特徴的な点は、保護者との話合いを基に作

成、または、保護者自身が作成していることである。シート

を基に作成された将来像は次の年度や学部へ進級する際の

情報として活用した。また、個別の指導計画等にも反映さ

せ、教育活動全体を通して将来像を意識した指導を行うこ

とができたという。 

 

② 第2期（４～６年目） 

第二期の取り組みに関しては研究集録（2014～2016）の内

容を参考にした。児童生徒の「生き生きとした姿」を実現す

るためには主体性を育む指導が重要になる。「生き生きとし

た姿」を、主体性を発揮している姿ととらえ、当時行われて

いる指導や支援における主体性を生むための工夫について

検討した。 

 

・主体的な姿 

どの学部でも「現在の生活年齢に応じた、将来を見据えた

視点での的確な実態把握と支援」がなされていた。     

主体性を高めるために必要な取り組みとして「理解の促

進」「動機付け」「環境設定」の３つが共通項としてあげら

れた。視覚的な支援や物の配置を固定し分かりやすくする

「環境設定」が「理解の促進」に繋がり、活動に向かう「動

機付け」を高めることが分かった。「環境設定」の観点から

支援や手立てを工夫し、児童生徒の「理解の促進」と「動機

付け」を促し、主体性の発揮につながっていった。 

主体性を高めるための手立てとして、小学部では分かり

やすい教材や授業展開、中学部では支援の方法や程度の情

報を活用すること、高等部では理解の促進、動機付けが有効

であることが確認された。 

また、小学部では「自分から行動する」、中学部では「自

分から取り組む、自分から関わる、継続する」、高等部では

「自分で考えて行動する」ことが主体性を発揮している姿

として捉えられた。主体的な姿に繋がったかどうか評価す

る際に、撮影した映像や評価シートなどを活用した。これら

の評価を基に、児童生徒への関わり方や支援の程度を調整

することを通じて、過剰な支援を避け、適切な支援の仕方や

考え方の改善に繋げることができたという。 

 

③A校の取り組みの考察 

・教員による肯定的なかかわり 

障害の特性上、障害のある児童生徒は成功体験の不足や

失敗経験の積み重ねにより、否定的な自己を形成していく

傾向がある。その中で、周囲の大人が児童生徒の「よさ」を

把握、共有することは意義のある取り組みだと言える。児童

生徒の「よさ」を生かした授業を受けられることや、教員か

らの賞賛、肯定的な言葉かけを通じた振り返りを日常的に

受けられるような関わりは、肯定的な自己の形成につなが

るからである。 

 

・主体的な姿と教員の情報共有 

「自分から取り組む」「継続して取り組む」「自分で考え

て取り組む」という児童生徒の主体的な姿は、自身の良さや

特徴を最大限生かすことができた経験が土台にある。主体

的な姿が見られる授業を計画するためには、児童生徒の長

所や特徴を生かしていくうえで必要な情報を収集する必要

がある。しかし、同じ児童生徒が対象でも大人一人一人が持

つ情報には違いがある。教員や保護者の間で情報共有や検

討の機会を設けたことによって、目指すべき将来像を設定

することに繋がった。 

 

・小学部から高等部への学びの時間的空間的な広がり 

小学部から高等部にかけての12年間で、活動の場が広が

り、自分についての理解を少しずつ拡げることができる学

習内容になっている。このことは、別府（2014）や小島（2016）

の言う「個別性」「空間的広がり」「時間軸」を意識した実

践だといえる。特に「空間的広がり」と「時間軸」を意識し

た指導や支援は「生活経験の広がりや質的な深まり」に繋が



 

る。これまでの学習や児童生徒についての情報が作成され

たシートに記録として積み重ねられているからこそ、教員

は児童生徒がこれまでどのような学習を経験してきたのか

を把握し、社会生活を見据えた指導を行うことができる。ま

た、「空間的広がり」を意識したキャリア教育の指導は、児

童生徒が「職場」に限らず、「家庭」「余暇」を含めて、生

活全般で豊かな社会生活を送ることを意識するきっかけに

なると考える。 

 

・高等部での取り組みの特徴 

高等部では、これまでに作成されてきた将来像を卒業後

の生活との関連を深めることで、より将来像を現実的なも

のに修正していた。また、あらかじめ卒業後に直面すること

が想定される課題に対して、どのように対処するのか教員

と保護者の間でも話し合われていた。卒業後の生活を意識

した学習とは何かを問い、生徒一人一人に必要な支援や指

導を行うことは、卒業後の生活の希望を考える為の助けと

なると共に、保護者の抱く不安を軽減することにも繋がる

だろう。 

 

（２）B特別支援学校 

 B特別支援学校は、主として知的障害のある児童生徒が通

う特別支援学校であり、小学部から高等部までが設置され

ている。進路指導の充実を学校の重点目標の一つに掲げて

おり、学部間の緊密な連携によるキャリア教育・職業教育の

充実を目指している。特に進路指導の在り方や学部間連携

について、学校研究に取り組んできた経緯を活かして特に

進路指導の研修を充実させている。 

 

① 研修を通じたキャリア発達の推進 

B特別支援学校では、キャリア教育や進路指導に関する共

通理解を図るための研修が行われていた。初任者研修では

キャリア教育に関する基本的な考え方について取り扱われ

ていた。また、進路指導研修会では小学部から高等部までの

生活年齢段階においての進路指導に関する重点について共

通認識を図ることが目的とされていた。以下、これらの研修

の内容についてまとめていく。 

 

・児童生徒への関わり方について 

キャリア発達を促すための児童生徒への関わり方とし

て、自己肯定感や主体性の向上を図るためには教員の接し

方や環境整備が重要であることが示された。その中で、教員

自身が児童生徒の指導・支援を行う際には、一人一人の実態

を適切に把握し、実態に即した必要性、自己選択・決定の機

会を設けることで、児童生徒の思いや願いを大切にした関

わりに繋げることが重要であること、また、人の役に立つ経

験を積むことで自己肯定感・自己有用感を養うこともキャ

リア発達を促す上で重要であり、学校生活の中で意図的に

役割を担う場面の設定を行うといった実践についても取り

上げられた。 

 

・学部ごとのキャリア教育の重点 

小学部は「キャリア発達の土台づくりの時期」と捉えられ

ている。そのため、日常生活の指導等における基本的生活習

慣の獲得を中心とした学習において「できる」経験を積み重

ねることで、主体性をめいっぱい発揮する意欲の醸成を図

っている。また、得意なことだけではなく教育活動での経験

や体験を通して興味関心の幅を拡げる事も重要であると

し、意図的な狙いを持って学習の機会を設定している。 

中学部は「将来への関心を高める時期」と捉えられてい

る。そのため、高等部の生徒が意欲的に活動する姿を知るこ

とで、高等部生にあこがれの気持ちを抱くこと、社会生活を

より意識した自立を目指す事に重点を置いている。学級に

おける係活動や作業学習などを通して、小学部から継続的

に自己肯定感を育むと共に社会生活に必要なルールやマナ

ーについても理解を深めている。これにより、自分の興味関

心のあることだけではなく、他者との関わりの中で、望まし

い人間関係を築くことや気持ちに折り合いを付けるための

方法や考え方を学びながら自己理解を深められるよう、教

員間で十分に共通理解を図りながら指導・支援を行ってい

る。 

高等部では、「社会生活を見据える時期」と捉えられてい

る。そのため、卒業後を意識し、作業現場等における実習や

校内実習といった学習機会を設け、「働く」ことへの意識を

高めることに重点を置いている。実習という就業体験活動

を通して、基本的生活習慣の定着を図ることや生活の自己

管理ができるようになるための指導・支援を行うが重要で

ある。また、自分の適性を知ることや失敗と向き合うこと等

の経験しながら、成就感を味わえるように指導支援する事

も重要である。これにより、未経験の事柄に挑戦しよう乗り

越えようと思う意欲を育てる事に力を入れている。自己理

解を目指しながら、社会生活を意識した学習環境が整えら

れていた。 

 

・社会生活を意識した学習に関すること 

小・中・高等部では、各段階の学習の中で社会生活を意識

する上でのポイントがまとめられていた。小学部では挨拶

や着替え、手洗いなどの基礎的生活習慣・生活習慣につい

て。中学部では働くこと・仕事や、健康や睡眠といった自己

管理について、高等部では、自己理解・自己選択・自己決定

を通じて自己実現を目指すこととしていた。特に高等部で

は、社会への入り口を意識した指導として、生徒が自分で考

え自分で決めることを重視することが大切だとされ、児童

生徒一人一人の実態に応じた指導・支援がなされていた。ま

た、教員がこれらの学習内容に根拠を持って取り組めるよ

うに、高等部を卒業した後の様子や、障害者の就労に関する

現状や課題について、小学部や中学部の教員を対象に先を

見据えた指導を意識するきっかけを作っていた。 

 

② 進路指導に関するその他の工夫 



 

12 年間の系統性を持たせた進路指導を実現するために欠

かせないのは、情報共有である。学級担任間だけではなく、

必要に応じて学年や学部内で共有が図られるように工夫す

る必要がある。そのために、進級・進学時における情報の引

き継ぎの場面では、児童生徒の指導目標等の基本的な情報

が記入されている個別の教育支援計画や指導計画に加えて

「進路指導に関する個人シート」が活用していた。このシー

トは B 特別支援学校独自のもので、現場実習や校内実習に

関わる記録（勤労に関する評価や必要な支援など）が記載さ

れており、就職先との連携を視野に入れたものになってい

る。その他にも、生活経験を豊かにする為に、実態に応じた

課題別のグループ学習などを通じて様々な人と関わる工夫

がされていた。コロナ禍以前は、清掃活動を高等部の生徒が

行い、その姿を小学部の児童が見学をするような学部を超

えた交流の取り組みがなされていたそうである。単発で終

わることなくカリキュラムに位置づけられる事が理想的で

あるとのことだった。 

 

③ 考察 

 B特別支援学校のキャリア教育では、特に学部間の連携に

関わる取り組みが参考になる。学部間連携の重要性につい

ては、繰り返し述べてきたように一貫性のある指導を行う

うえで不可欠である。B特別支援学校では、教員間で進路指

導に関連する基本的な内容をマニュアル化して把握し、ど

のような関わりが各学部に求められるのか教員間で共通理

解が図られていた。高等部だけではなく小中学部の教員も、

児童生徒の卒業後の生活の実態や直面する課題を見据え、

保護者の願いや本人の課題を適切に把握する事が非常に重

要である。 

 加えて、学習内容に注目してみると、小学部から高等部に

かけて自身の在り方生き方に関する学習を取り扱うこと

で、生活経験が豊かにすることが重視されていた。豊かな人

間関係を築くことに関しては、大人との関係だけではなく

様々な児童生徒同士との関わりの機会を作り出すことが目

指されていた。児童生徒は、子ども同士の関わりの中からも

学び合い成長する。したがって、歳の離れた児童生徒同士の

関わりも重要になるといえる。小学部の児童は高等部の生

徒に「かっこいい」「こんなふうになりたい」といったあこ

がれを持ち、目標にすることが望まれる。また、高等部の生

徒にとっては、目標にされることで、自主性が培われ意欲的

に生活する姿に繋がることが期待される。 

 このような取組を12年間という学校生活の中で実践する

ことで、卒業後に必要となる、働き続けることや親無き後の

生活を送ること、職場や地域で人間関係を築くことといっ

た自立と社会参加を実現するための力を養っていくことが

重要になる。このことを高等部の３年間だけで身につけさ

せることは容易ではない。また、福祉との接続や周囲の支援

者とのつながりを構築するための知識や態度も必要になる

ため、在学中から外部の関係諸機関との連携を密にし、卒業

後にもつながる切れ目ない支援の充実を図ることを含め、

学部を問わず将来を見据え、発達の実態に応じた指導・支援

を行い、児童生徒それぞれに社会で生活する能力や態度を

12年間かけてじっくり身につけることが求められる。 

 

６，まとめ 

① キャリア教育の在り方について 

そもそも自己理解とは、自身の長所や苦手なことを把握

した上で自身を肯定的に捉える作業である。また、肯定的な

自己理解を土台にしながら社会に対して自身がどのように

関わっていくのか考えを深めることでもある。児童生徒が

自己理解を深めていくことは、自主性を発揮しながら社会

に関わることと言い換えることができる。したがって、キャ

リア教育を、自己理解を促す教育として捉え直して実践す

ることが求められる。 

 

② 学校全体でのキャリア教育への取り組み 

A 特別支援学校と B 特別支援学校の両校ともに小学部か

らの系統的な指導や、幅広い経験、自己有用感の積み重ねが

大切にされていることが分かった。これらの工夫は、自身の

生き方在り方を考える上でも、肯定的な自己を形成してい

く上でも重要な取り組みだと言える。 

小学部からの系統的な指導は、児童生徒の自己理解を促

す上で有効な要素である「個別性」「時間軸」「空間的広が

り」を保障する。児童生徒の自己理解は、発達段階による影

響を受ける。自己理解は期間を定めて取り組むことではな

く、学校生活全般を通じて徐々に形成されていくものであ

るため、その時々に必要な学びがある。 

教員は、児童生徒の興味関心や願いを探り、生活経験を豊

かにする機会を作り出していかなくてはならない。そのた

めにも、保護者との情報共有の機会の創出、周囲の教員やそ

の他の関係者との情報共有の仕組み作りが重要になってく

る。また、学校全体を通じて自己理解を含めたキャリア教育

の在り方について検討することがキャリア教育に対する理

解を深めることにも繋がる。 

 

③ 高等部での取り組み 

 高等部になると、より卒業後の生活を意識した学習が必

要になる。それと同時に、生徒や保護者の抱く社会生活への

不安がいっそう大きくなる。高等部において求められるキ

ャリア教育はそういった不安を解消する学習であるととも

に、社会生活に期待を抱くことができる学習である必要が

ある。 

 そのためには、A特別支援学校のように児童生徒や保護者

の不安に対して対応する機会を設ける事や、B特別支援学校

のように教員が障害者の社会生活の現状について学ぶ機会

が必要になる。障害のある者の直面する課題は就労や親無

き後の問題だけではなく、当事者にしか感じられないよう

な困難が山ほどある。そのため、教員はその様な課題を少し

でも理解し、前向きに社会と繋がっていこうとする意欲を

育む必要がある。しかしこれらの取り組みや学習は高等部



 

からスタートさせるものではない。小学部からの積み重ね

を要するため、児童生徒が肯定的な自己を構築する為に必

要な学習、または経験は何かを、学部を横断して検討し続け

なければならない。 

 

④ 専攻科から見る肯定的な自己像の形成について 

学校で児童生徒が肯定的な自己を構築するために教員が

できることは何か。それは、児童生徒が多くの時間を過ごす

学校という環境を活かして、児童生徒同士での関わりや大

人との関わりの機会を調整することではないかと考える。 

専攻科の取り組みでは生徒の発達段階を考慮し、クラス

メイト同士の関わりを重視した自治的なクラス運営を心が

けていた。教員からの関わりは必要最低限に減らし、適切な

場面で指導や支援をする程度に留めていた。生徒達は、クラ

スメイト達の中で協力すること、自分の意見を発して受け

入れられる経験を通じて、集団の中での自己像を構築して

いるように感じた。このような学級運営は専攻科のような、

時間に余裕がある環境ゆえ、取り組みやすいという側面も

ある。しかし、専攻科ではなくても、教員が適度な関わり方

を心がけ、児童生徒同士の関わりを活性化させることはで

きるはずである。   

実際に、A・B 特別支援学校においても、小学部から高等

部にかけてクラスメイトの共同的な学習を通した関わり

や、学級を超えた学習の機会が設けられていた。活動の中で

どの程度、児童生徒同士で協働できるか、教員による干渉を

減らせるかは一概には言えない。しかし、どのような形であ

れ、人との関わりの中で成功体験を積み、肯定的な自己を形

成するための学習は、どのような場においても不可欠であ

り、A・B特別支援学校はその好例と言える。 

 

⑤ 今後の課題 

 今回の研究では、埼玉県内の特別支援学校のうち二校の

取り組みを参考にしたが、今後はより多くの特別支援学校

の自己理解の推進に繋がる取り組みを把握していきたい。

また、より社会への出口とも言える高等部に特に焦点をあ

てて、必要なキャリア教育の在り方について考察する必要

がある。 
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